
（２） 民　生　費
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 　社会福祉協議会助成事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 社会福祉総務費

社会福祉課 地域福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 37,957,380 事
業
の
目
的
・
目
標

　社会福祉協議会を地域福祉の担い手の
中核と位置づけ、その運営費を助成する
ことにより地域福祉の推進強化を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 37,957,380

金  額（円）

社会福祉事業補助金 社会福祉協議会の運営を支援するために人件費を助成する。 33,740,000

子供の遊び場賠償責任
保険補助金

社会福祉協議会が管理する児童遊園の遊具に対する賠償責任保険
料を助成する。

3,380

種　別 事業内容

ふれあい福祉センター
総合相談事業補助金

市民が気軽に相談できる場所に相談所を設置し、弁護士、司法書
士、民生委員・児童委員が相談にあたる事業を助成する。

714,000

社会福祉協議会の運営費を助成することにより、市内各地域の福祉活動が推進された。

会議室使用料補助金
社会福祉協議会が開催する会議等に係る会議室使用料を助成す
る。

500,000

ボランティアセンター
運営費補助金

ボランティア活動の拠点であるボランティアセンターの運営費を
助成し、活動の強化・推進を図る。

3,000,000
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

●商品券購入対象者
・市民税非課税者（課税者の扶養親族や生活保護被保護者等は除く）
・平成28年4月2日から令和元年9月30日までに生まれた子のいる世帯主

●商品券購入可能額
・市民税非課税者1人につき　25,000円（販売額20,000円）
・購入対象者一人につき　25,000円（販売額20,000円）平成28年4月2日から令和元年9月30日までに生まれた子1人につき　25,000円（販売額20,000円）

※分割購入も可能（5,000円の商品券[500円×10枚綴り]を4,000円で購入×5回）

●商品券購入引換券申請期間
令和元年8月5日～令和2年1月31日

●商品券販売期間
令和元年10月1日～令和2年2月28日

●商品券利用期間
令和元年10月1日～令和2年3月31日

●商品券換金期間
令和元年10月1日～令和2年5月15日

※繰越事業として令和2年度継続

○実績

円
円
円
円

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 プレミアム付商品券事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 社会福祉総務費

社会福祉課 地域福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 66,776,175 事
業
の
目
的
・
目
標

　消費税及び地方消費税率の10％への引
上げによる市民税非課税者や乳幼児のい
る子育て世帯への経済的負担を軽減する
ことにより、地域における消費を喚起
し、地域経済の下支えをする。

財
源
内
訳

国庫支出金 17,300,000

県支出金

地方債

販売した商品券の額面金額
（利用可能額）

② 60,115,000               ①×1.25

その他 48,092,000

一般財源 1,384,175

種別 金額（円） 備考

商品券販売額 ① 48,092,000               販売人数　3,235人

利用された金額（換金金額） ③                55,146,000

事務費支出額 ④ 11,630,175               

臨時職員賃金等 2,374,812
通信運搬費

市民税非課税者や乳幼児のいる子育て世帯の経済的負担が軽減され、地域経済の下支えにつながっ
た。

1,389,465
業務委託料 7,129,637
その他事務費 736,261

支出額合計 ⑤ 66,776,175               ③＋④
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績
　●自立支援医療（更生医療）

　●自立支援医療（育成医療）

　●自立支援医療（育成医療審査会委託料） 

　●支払審査手数料

○事業の効果

事　業　名 自立支援医療費 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 02 身体障がい者福祉費

1 5,586,666
腎臓

事業費 17,823,672 事
業
の
目
的
・
目
標

　将来障がいを残すと認められる児童に
対して、早期に治療を行うことにより、
将来の生活能力を取得させること及び身
体障がい者に対して行われる更生のため
に必要な医療費の負担軽減を図ることに
より、身体障がい児・者の福祉の増進を
図る。

財
源
内
訳

国庫支出金 6,828,000

県支出金 3,295,062

地方債

その他

一般財源 7,700,610

支払決定
実人員

給付金額（円）

肢体不自由 2 98,943

68 10,379,271
肝臓 1 13,100

その他 1 528,966
入院外　計 70 10,921,337

入院
33 904,442

入院　計 36 6,590,051

内臓障害
心臓

入院　計 1 160,649

合　　計 106 17,511,388

支払決定
実人員

給付金額（円）

入院
肢体不自由 1 160,649

入院外
内臓障害

腎臓

合　　計 4 204,249

件数 委託料（円）
6 60,000

入院外
音声・言語・そしゃく機能障害 3 43,600

入院外　計 3 43,600

　　人工透析等に係る費用の助成を行うことで、治療を継続し日常生活を維持することができ、
　経済的負担の軽減が図られた。

手　数　料
レセプト件数 支払金額（円）

医科 818
48,035

調剤 246
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容

●対象者
・65歳以上で3か月以上寝たきりで介護が必要なひと
・身体障害者手帳1級または2級のひと
・身体障害者手帳3級または4級で知的障がいのあるひと
・療育手帳Ａのひと
・精神障害者保健福祉手帳1級のひと
・18才未満または高校3学年終了までの児童を養育する配偶者の無いひとと当該児童

（ひとり親家庭）
・精神障害者保健福祉手帳2級で、身体障害者手帳3級または4級のひと
・精神障害者保健福祉手帳2級で、知的障がいのあるひと
※20才以上の重度心身障がい者には所得制限あり
※ひとり親家庭は所得税非課税世帯

●助成内容

上限額 上限額 上限額
入院　20,000円 入院　2,000円 入院　2,000円
通院 　6,000円 通院　1,000円 通院　1,000円
薬局等　 　0円 薬局等　　0円 薬局等　　0円

○事業の実績
●支出状況

○事業の効果
医療費の助成をすることで、対象者の経済的支援及び健康保持が図られた。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 福祉医療費助成事業 予
算
科
目

会計 01

目 03 福祉医療費

保険年金課 医療年金係 項 01 社会福祉費

一部負担金の額

事業費 83,781,021 事
業
の
目
的
・
目
標

　重度心身障がい者やひとり親家庭を対
象に、医療費の自己負担分を助成するこ
とで、容易に医療を受けられるようにす
ることにより、健康の保持、生活の安定
を図ることを目的とする。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 33,397,701

地方債

その他 16,730,911

一般財源 33,652,409

課税世帯 非課税世帯 20歳未満の障がい者

原則総医療費の1割

区分 金額 備考
事務費 254,707円

計 83,781,021円

審査支払手数料 1,037,040円
扶助費 82,489,274円 Ｒ１医療費助成件数15,852件
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 特別障害者手当等給付費 予
算
科
目

会計 01

目 04 特別障害者手当等給付費

社会福祉課 地域福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 14,195,180 事
業
の
目
的
・
目
標

　精神又は身体の著しく重度の障がいに
より、日常生活において常時特別の介護
を必要とする20歳以上の障がい者に対し
手当を支給することにより、日常生活に
おける負担を軽減する。

財
源
内
訳

国庫支出金 10,611,435

県支出金

地方債

種　別 支給金額（円） 摘　要

その他

一般財源 3,583,745

種　別 対象者 月額（円）

特別障害者手当
在宅の20歳以上で、精神や身体に著しく重度の障
がいがあるため日常生活において常時特別の介護
を要する者。

　26,940
（平成31年3月まで）

　27,200
（平成31年4月から）

○事業の効果

経済的な支援を行うことにより、日常生活における負担が軽減された。

特別障害者手当 14,148,580               
年間月平均受給者数　43.4人

（年間受給者延べ数　521人/12月）

事務費                    46,600 特別障害者手当等嘱託医審査費
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 障害児福祉手当給付費 予
算
科
目

会計 01

目 04 特別障害者手当等給付費

社会福祉課 地域福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 1,181,800 事
業
の
目
的
・
目
標

　精神又は身体の重度の障がいにより、
日常生活において常時介護を必要とする
20歳未満の障がい児に対し手当を支給す
ることにより、日常生活における負担を
軽減する。

財
源
内
訳

国庫支出金 886,350

県支出金

地方債

種　別 支給金額（円） 摘　要

その他

一般財源 295,450

種　別 対象者 月額（円）

障害児福祉手当
在宅の20歳未満で、精神や身体に重度の障がいがあ
るため日常生活において常時介護を要する者。

　14,650
（平成31年3月まで）

　14,790
（平成31年4月から）

障害児福祉手当 1,181,800
年間月平均受給者数　6.7人

（年間受給者延べ数　80人/12月）

○事業の効果

経済的な支援を行うことにより、日常生活における負担が軽減された。
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業内容及び実績

単位：円

・年度末時点措置者数75人

◎ 入所判定委員会委員への謝礼金
判定委員：3名

○事業の効果
在宅での生活が困難になった高齢者を養護老人ホームに入所措置をすることで、高齢者の安定した

生活の確保につながっている。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 高齢者施設入所事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 高齢者福祉係 目 06 老人福祉費

健康医療対策課 高齢者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 164,438,180 事
業
の
目
的
・
目
標

　身体上又は環境上及び経済的な理由に
より、在宅で生活することが困難と認め
られる高齢者を養護老人ホームへ入所措
置をする。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 45,041,088

一般財源 119,397,092

事業費

老人保護
措置費

164,380,580

施設名
令和元年度措置人数　　（人）

措置費（円）
年度当初 入所 退所 年度末

事業名 事業実績

26,952,879

99,756,960

江川荘 12 2 2 12

ミレ青山 49 2 2 49

9,281,524

寿光苑 4 0 0 4 10,755,809

松風園 5 0 1 4

8,660,954

かんなび園 3 0 0 3 8,972,454

香梅苑 3 0 0 3

老人
ホーム

入所判定
委員会費

57,600

合計 164,438,180

計 76 4 5 75 164,380,580
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績

○

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 福祉タクシー利用料金助成事業 予
算
科
目

会計 01

目 06 老人福祉費

社会福祉課 地域福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 3,942,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　在宅生活をする障がい者や介護保険法
に基づき要介護に認定された高齢者に対
し福祉タクシー利用券を交付し、日常生
活の利便性の向上や経済的負担の軽減を
図る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 2,400,000

その他 1,542,000

一般財源

金額（円） 摘　　要種　　　別 交付人数 利用枚数

福祉タクシー利用券 662人 7,785枚       3,892,500
500円券を月あたり2枚
交付

公共交通機関を利用することが難しい在宅生活をする障がい者や要介護者等に対し福祉タクシー利用券を
交付することにより、日常生活の利便性が向上し、経済的負担が軽減された。

事　　務　　費 　          49,500 福祉タクシー利用券印刷等

事業の効果
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○ 事業の内容及び実績

老人福祉施設等の施設整備に対する独立行政法人福祉医療機構等からの借入金及び利子の一部
を助成した。

社会福祉法人いわみ福祉会
（養護、デイサービスセンター、ヘルパーステーション）

社会福祉法人花の村
（デイサービスセンター）
社会福祉法人桜江福祉会
（陽光苑）

○ 事業の効果

介護保険及び高齢者福祉サービス基盤の整備と事業者の負担軽減の一助となっている。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 老人福祉施設等整備事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 高齢者福祉係 目 06 老人福祉費

健康医療対策課 高齢者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 11,702,040 事
業
の
目
的
・
目
標

　老人福祉施設の施設整備に対する独立
行政法人福祉医療機構等からの借入金に
対し、助成する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 11,702,040

合　計 11,702,040

事業費（円） 最終年度

元
利
補
給
に

対
す
る
補
助

5,528,400 令和元年度

2,111,400 令和元年度

4,062,240 令和元年度

事業名 法人名
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

単位：円

・生活援助員派遣回数：延べ156回

高齢者障がい者福祉課・地域包括支援センター 目 06 老人福祉費

事　業　名 地域支援・任意事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

健康医療対策課 高齢者福祉係・包括支援係 項 01 社会福祉費

事業費 19,264,220 事
業
の
目
的
・
目
標

　介護保険制度による地域支援事業とし
て、地域の高齢者が住み慣れた地域で安
心して生活を維持していくことができる
ように介護保険事業の運営の安定化を図
るとともに、被保険者及び要介護被保険
者を現に介護する者等に対し、地域の実
情に応じた必要な支援を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 19,264,220

一般財源

事業費

家族介護用品支給事業

　介護保険法に規定する要介護４又は５の高齢者を在宅で介護し

278,640
ている家族（市民税非課税世帯）の経済的負担を軽減するため、
年間４万円を限度とし、紙おむつや尿取りパッド等の介護用品を
現物給付。
・年間利用件数：14件　・実利用者数：9人

事業名 事業内容、実績及び効果

配食サービス事業

　食の自立が困難な高齢者等に、定期的に居宅を訪問し、栄養バ

13,648,800
ランスのとれた食事や治療食を提供するとともに安否確認を行う。
市内３か所の社会福祉法人に事業委託。
・年間配食数：8,122食　　・実利用者数：117人

住宅改修支援事業

　居宅介護支援の提供を受けていない介護保険法における要介護

34,000
者又は要支援者の住宅改修費支給申請に係る理由書を作成した居
宅介護支援事業者へ１件当たり2,000円の補助を行う。
・補助件数：17件

はつらつ介護者
ふれあい事業

　市内全地域を対象に在宅介護支援センター（４事業所）と共催

23,383
で、介護者教室を開催する。
・開催回数：1回
・参加人数：67人
・「認知症の妻と向かい合って」をテーマにした講演会他を開催

成年後見制度
利用支援事業

　成年後見制度の利用が必要と思われる高齢者等で、本人又は親

557,921

族が何らかの理由により後見の申し立てができない場合、市長が
代わって申し立て手続きを行うことにより、高齢者本人の権利擁
護を図っている。また、所得が少なく後見人等の報酬を負担でき
ない場合、後見人に対し報酬の助成を行うことにより、後見業務
を行う人材の確保と制度の利用促進が図られている。
・市長申立：6件
・報酬助成：5件

シルバーハウジング
事業

　島根県済生会（白寿園）に事業委託して実施。県営住宅東高浜

1,080,000
団地シルバーハウジング（10部屋）の入居者（10世帯13人）に対
して、生活指導及び相談に関する事、安否の確認、緊急時の対応、
その他日常生活上必要な援助を行う。

合　計 19,264,220

緊急通報体制整備事業

　市内に居住する一人暮らしの高齢者等に対し、月額 200円で緊

3,641,476

急通報装置を貸与することにより、急病や災害等の緊急時に協力
員や関係機関と連携し迅速かつ適正な対応を図るとともに、心配
ごとに専門職が24時間体制で相談に応じるなど、高齢者の見守り
体制の更なる強化が図られている。
・年度末設置者：220人
・緊急通報件数：199件（内 救急車要請6件）
・相談通報件数： 92件
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 介護保険事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 高齢者福祉係 目 06 老人福祉費

健康医療対策課 高齢者福祉係 項 01 社会福祉費

単位：円

事業費 12,380,778 事
業
の
目
的
・
目
標

　介護保険制度の円滑な推進を図るとと
もに介護認定申請者及び更新者等の認定
調査を実施する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 24,699

一般財源 12,356,079

事業名 事業内容、実績及び効果 事業費

介護保険管理事業
　介護保険を運営するための事務費、自動車借上料、研修費、

1,811,269通信費等
　介護保険事業に係る一般管理事務

合　計 12,380,778

介護保険認定調査事業

　介護認定調査を行うための、調査員４人の嘱託員報酬、認定

10,569,509
調査委託料等
・認定調査件数：1,743件
（内 委託分361件，受託分4件）
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

高齢者障がい者福祉課・地域包括支援センター 目 06 老人福祉費

事　業　名 地域支援・包括的支援事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

健康医療対策課 高齢者福祉係・包括支援係 項 01 社会福祉費

単位：円

事業費 54,473,718 事
業
の
目
的
・
目
標

　地域包括支援センターを設置し、地域
の高齢者に対して、心身の健康保持及び
生活安定のために介護予防ケアマネジマ
ントや総合相談支援等の必要な援助を行
うことにより、保健医療の向上及び福祉
の増進を包括的・継続的に支援する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 230,000

地方債

その他

等の地域資源の開発やそのネットワーク化等を行う。

54,166,718

一般財源 77,000

生活支援の創出と社会参加が促進される取り組みを積極的に進め

事業名 事業内容、実績及び効果

訪問し、アセスメントや家族支援などの初期の支援を包括的かつ

・対応ケースなし　　・事例検討会開催

事業費

包括的支援事業

〇地域包括支援センターの運営

20,353,545

　市に地域包括支援センターを設置するとともに、市内４か所の
在宅介護支援センターを協力機関として地域包括支援センターブ
ランチ型総合相談窓口業務を委託。
　地域包括支援センターと連携を図り、市内全体の介護予防ケア
マネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護事業等を包括的
・継続的に実施している（計1,574件の各種相談に対応）。
〇生活支援コーディネーターの配置
　生活支援コーディネーター及び協議体を第１層（市全域対象）
第２層（日常生活圏域）に配置し、互助を基本とした多様な日常

るとともに、日常生活圏域ごとに生活支援の担い手の養成・発掘

対応した。オレンジカフェはボランティア等の協力を得て２か所
新設できた（計６か所）。サポーター養成講座は、応用編を３回
開催し、地域での身近な支援につながる啓発を実施した。
○認知症初期集中支援チームの活動
  複数の専門職が認知症が疑われる人、認知症の人とその家族を

〇認知症地域支援・ケア向上
　認知症地域支援推進員１人を地域包括支援センターに配置、オ
レンジカフェの支援及びサテライト型カフェの設立支援、認知症
サポーター養成講座の開催、徘徊SOSネットワークの運営。
　認知症地域支援推進員は約50ケースを担当し相談や訪問などで

3,988,667

予防給付
ケアマネジメント事業

　要支援認定者が介護予防サービスと介護予防・日常生活支援総

26,222,518

合事業を利用する場合、また、基本チェックリストにより認定さ
れた事業対象者が介護予防・日常生活支援サービス事業を利用す
る場合に地域包括支援センターで介護予防ケアプランを作成、評
価及び見直しを行う。
・介護予防ケアプラン作成件数：633件（内 委託分333件）

地域ケア会議推進事業
　地域の多職種が個別事例の支援内容の見直しや、地域課題の解

6,968決に向けた検討を行う会議を開催する。
・開催件数：個別事例の検討44件，地域課題の検討２件

集中的に行い、自立生活のサポートを行う。

認知症対策事業

合　計 54,473,718

在宅医療・介護
連携推進事業

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地

3,902,020

域で、自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう、在
宅医療と介護を一体的に提供するために必要な支援を行う。
　在宅医療・介護連携支援センターを済生会病院内に設置し、医
療と介護の連携を進めている。同センターと共同で開催する多職
種事例検討会（年３回）は、専門職約１００人が参加、顔の見え
る関係づくりから連携の強化につながっている。
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円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

　居宅等での生活が困難となった高齢者に対し、介護支援、居住及び交流のそれぞれの機能を
　総合的に提供することにより、安心して生活が送れるように支援を行う。

　指定管理者制度により桜江福祉会へ運営委託をして事業を実施。

●デイサービス部門　（定員25人）
介護保険法の規定に基づく通所介護　

●居住部門　定員15室17人（１人部屋13室、夫婦部屋２室）
・利用者に対する一定期間の住居の提供
・利用者に対する各種相談、助言及び緊急時の対応
・利用者に対する在宅福祉サービス等の利用手続きの援助

●交流部門
家族介護者教室や利用者と地域住民との交流

○事業の実績

●居住部門
年度末時点入居者数９人

○事業の効果

　桜江地域における介護保険サービスの拠点であり、在宅介護サービスや福祉サービスの
　提供に寄与、また環境的・経済的な理由により在宅での生活が困難となった高齢者の居宅
　の確保にもつながっている。

一般財源 17,119,295

社会福祉費

事業費 19,634,267 事
業
の
目
的
・
目
標

　市内に居住する高齢者に対し、桜江高
齢者生活福祉センターにおいて、介護支
援機能、居宅機能及び交流機能を総合的
に提供することで、利用者や家族介護者
が安心して日常生活を送れるよう支援す
る。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

高齢者福祉係 項

老人福祉費

地方債

2,514,972その他

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 高齢者生活福祉センター事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 高齢者福祉係 目

01

06

健康医療対策課
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円
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円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容

1.対象者 75歳以上の人（一定の障がいを持つ65歳以上の人を含む）
2.助成内容
（1）健康診査事業

（2）脳ドック助成事業

（3）歯科口腔健康診査事業(75歳から85歳までの人）

（4）フレイル事業

○ 事業の実績
（1）健康診査事業
●助成実施状況 ●支出状況

（2）脳ドック助成事業
●助成実施状況 ●支出状況

（3）歯科口腔健康診査事業
●助成実施状況 ●支出状況

（4）フレイル事業
●助成実施状況 ●支出状況

○事業の効果

事　業　名 高齢者健康診査事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

保険年金課 医療年金係 項 01 社会福祉費

目 06 老人福祉費

その他 24,601,597

一般財源 1,120,383

島根県後期高齢者医療広域連合から事業の委託を受け、市は島根県国民健康保険団体連合会を通じ
健診事業者に委託して健康診査を実施する。

事業費 25,721,980 事
業
の
目
的
・
目
標

　生活習慣病（糖尿病や高血圧症など）
の早期発見及び予防を行うことで、重病
化を予防することを目的とする。
　平成22年度から希望者には、脳ドック
の助成事業を実施している。平成27年度
より実施している歯科口腔健診も引き続
き無料で実施しており、受診者の結果に
応じて低栄養防止・重症化予防のため専
門的な指導を行っている。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

済生会江津総合病院に脳ドックを委託して実施し、受診者の個人負担を９千円として、その他費用
を助成する。

島根県後期高齢者医療広域連合から事業の委託を受け、市は島根県歯科医師会を通じ健診事業者に
委託して健康診査を実施する。

歯科口腔健診受診者・介護予防で実施している基本チェックリスト結果から抽出した対象者へ管理
栄養士や歯科衛生士による専門的指導を実施する。

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 科　　目 決算額（円）
976,454

実施人員 1,951人 1,990人 1,974人 1,959人 委託料 17,946,199
対象者 4,892人 4,756人 4,706人 4,654人 事務費

18,922,653

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 科　　目 決算額（円）

受診率 39.88% 41.84% 41.95% 42.09% 計

32,800
委託料 6,549,820

計 6,582,620

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 科　　目

実施人員 122人 147人 149人 143人 事務費

計 195,081

決算額（円）
対象者 2,863人 2,841人 2,753人 事務費 195,081

受診率 10.23% 9.40% 11.48%

区分 令和元年度

実施人員 293人 267人 316人

実施人員 14人 計 21,626

健康診査（脳ドック及び歯科健診を含む）を受診することで、自身の健康状態を把握できる機会となり、
生活習慣病の早期発見・早期対応へとつながりやすく高齢者の健康の保持増進に寄与した。
フレイル事業として、管理栄養士や歯科衛生士による専門的指導を実施することで、低栄養状態から寝た
きり等の状況に移行するリスクを減少させることができた。

科　　目 決算額（円）
対象者 88人 事務費 21,626
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円
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円

施策の内容、実績、及び効果

高齢者障がい者福祉課・地域包括支援センター 目 06 老人福祉費

事　業　名 地域支援・介護予防・日常生活支援総合事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

健康医療対策課 高齢者福祉係・包括支援係 項 01 社会福祉費

単位：円

事業費 17,344,497 事
業
の
目
的
・
目
標

　介護保険制度の円滑な実施の観点から
地域支援事業として、介護予防に関する
知識の普及・啓発や地域における主体的
な活動の支援・育成を行うことで被保険
者が要介護状態等になることを予防す
る。要介護状態等になった場合において
も軽減や悪化の防止のための事業を実施
し、可能な限り地域において自立した日
常生活を営む事が出来るよう支援する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 17,344,497

一般財源

事業名 事業内容、実績及び効果 事業費

介護予防把握事業

　市内に居住する介護認定を受けていない75，80，85歳の高齢者

6,911,414

に基本チェックリスト（元気確認シート）を送付し、回答結果に
より在宅介護支援センターや保健師・栄養士等が訪問して実態把
握を行うとともに、必要な各種サービスに繋げている。
・送付人数625人
・返送人数456人（返送率73%）

通所サービス事業

　介護保険制度の要支援１及び２ならびに事業対象者の方が利用

3,342,679

する通所型サービス（デイサービス）のうち、既存の指定事業者
以外が行う通所サービス。本市では、通所型サービスＡと通所型
サービスＣを委託事業として実施している。
・通所型サービスＡ（基準緩和型サービス）
　有料老人ホーム有福：実施回数42回（参加実人数26人）
・通所型サービスＣ（短期集中型サービス）
　島根整肢学園：実施回数47回（参加実人数22人）

介護予防普及啓発事業

　市内に居住する65歳以上の高齢者に介護予防に関する知識の普

1,603,871
及、啓発を行う。
・介護予防教室：138回（参加延人数 2,226人）
・介護予防運動ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会：2回（参加人数164人）

　地域リハビリテー
ション活動支援事業

　地域における介護予防の取組を強化するため、リハビリ専門職

258,500

を地域のサロンや健康教室等に派遣し、専門職が的確な指導やア
ドバイスを行うことにより、市民の身体機能の維持・改善、重度
化の予防を図る。
・派遣回数47回　　・利用者数31人
・委託先：済生会病院，高砂ケアセンター，島根整肢学園

地域介護予防活動支援事業
　地域における介護予防に対する意識の醸成を図るとともに、新

728,033たに介護予防の取組を週１回以上開催する団体等への助成を行う。
・助成件数：11団体

合　計 17,344,497

ン事業や定期的な訪問活動を行う事で、高齢者の生きがいや社会
参加の促進と孤立感の解消や自立生活の助長を図る。
・江津地区：開催回数567回
　　　　　　参加延人数10,445人
・桜江地区：開催回数255回
　　　　　　参加延人数2,730人

地域介護予防活動支援事業
【生きがいと健康
づくり推進事業】

　江津地区は江津市社会福祉協議会へ、桜江地区はさくらえいき

4,500,000

いきワーカーへ事業委託して実施。より身近な地域において、小
規模単位でレクリエーションや健康づくりのための運動等のサロ
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

円
円

②事務費等   　4,471,096円
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　 　　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・障害者自立支援システム保守・修正業務委託料　　 円

・ソフトウエア使用料 円
（障害福祉サービス請求内容チェックシステム）
・障害者自立支援支払業務手数料　　 円
・障がい者就労訓練支援事業委託料 円
・福祉サービス総合補償保険料 円
・旅費、消耗品、負担金等　　  円

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 障がい者福祉費 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 4,499,016 事
業
の
目
的
・
目
標

　主に身体、知的、精神などの障がいに
よって生じる社会生活上の問題を社会福
祉の援助方法を用いて解決し、「ノーマ
ライゼーションのまち」の実現をめざ
す。

財
源
内
訳

国庫支出金 345,000

県支出金

地方債

523,200

その他

一般財源 4,154,016

　①江津市障がい者保健福祉推進協議会
　　第３次江津市保健福祉総合計画（障害者計画・第５期障害福祉計画・第１期障がい児福祉計画）
　の進行管理を行う。
　　　・障がい者保健福祉推進協議会委員謝礼金 20,000
　　・協議会旅費 7,920

1,893,264

1,494,940
200,000

561
359,131

　障がい者保健福祉計画の進行管理を行いながら、障がい者に必要なサービスの構築に努めている。
　障害福祉サービス内容チェックシステムを使用することで、請求内容の審査業務など事務の円滑化・効
率化を図るとともに制度改正や職員の異動に伴う事務の負担軽減にも繋がっている。
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

単位：円

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 地域生活支援事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 34,697,751 事
業
の
目
的
・
目
標

　障がい者及び障がい児がその有する能
力及び適性に応じ、自立した日常生活又
は社会生活を営むことができるよう地域
の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事
業を実施し、障がい者等の福祉の増進を
図る。

財
源
内
訳

国庫支出金 8,846,000

県支出金 5,760,000

地方債

その他 11,562

一般財源 20,080,189

実施金額

コミュニケーション
支援事業

◎手話通訳者・要約筆記者派遣事業　136,680円
　・手話通訳者派遣回数　13回/年(延25人）
　・要約筆記者派遣回数　 3回/年(延12人）
◎手話通訳者設置事業　1,320,920円
　手話奉仕員を健康医療対策課内に配置（嘱託員）し窓口等にお
ける通訳業務、派遣対応及び聴覚障がい者に対する生活支援等を
行う。
◎役務費　11,000円

1,468,600

日常生活用具給付事業

・介護・訓練支援用具         1件　　　　143,100円
・自立生活支援用具           4件　    　106,310円
・在宅療養等支援用具        11件　      303,550円
・情報・意思疎通支援用具     5件　      378,815円
・排泄管理支援用具         673件　 　 5,866,148円
・居宅生活動作補助用具       1件　      180,000円

6,977,923

事業名 事業内容

社会参加促進事業

◎点字・声の広報発行　283,000円
　点訳広報、音訳広報を視覚障がい者（点訳6人、音訳7人）に配
布する。広報ごうつ12回/年、議会だより4回/年。
◎障がい者支援ボランティア等養成　300,000円
　手話奉仕員レベルアップ研修（5回）参加者29人
　要約筆記奉仕員レベルアップ研修（8回）参加者64人
◎障がい者自立支援活動事業　450,000円
　障がいのある人が、安心して生き生きと暮らせるまちづくりを
めざして、地域社会との交流、社会参加促進及び障がい者支援ボ
ランティアとの交流等の事業を行う。
◎自発的活動支援事業　30,000円
　障がい者の家族の地域における自発的な取り組みを支援する。
◎身体障害者用自動車改造費　100,000円
◎事務費　12,315円

1,175,315

移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい者等について、外出のための支援を
行うことにより、障がい者等の地域での自立生活及び社会参加を
促す。
・身体（307時間・実6人）知的（865時間・実20人）
　精神（2時間・実1人）
・月の利用者　18人／月

3,529,350

日中一時支援事業

日中活動の場を提供し、見守り及び社会適応するための日常的な
訓練を行う。
・実利用者　25人　延べ利用回数1,698回
・月の利用者　14人／月

6,289,794
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○事業の効果

成年後見制度利用
支援事業

　成年後見制度の利用が有効と認められる重度の知的及び精神障
がい者で、助成を受けなければ制度の利用が困難であると認めら
れた人に対して、申立て等に要する費用を助成する。
・後見人報酬助成　40,000円
・成年後見制度申立て役務費　13,183円

53,183

相談支援事業

１．障がい者相談支援事業委託料　　　　9,267,776円
　障がい者等や介護者からの相談に応じ、必要な情報の提供や助
言を行い、サービス事業者との連絡調整を行う。又、権利擁護の
ために必要な援助を行うことにより、障がい者等が自立した日常
生活又は社会生活を営むことができるようにする。
◎支援件数(延)
　ミレ青山・・・・・・・　792件
　島根整肢学園・・・・・2,147件
　ぴゅあ・・・・・・・・・401件
　陽だまり・・・・・・・・643件　　   計  3,983件
２．基幹相談支援センター委託料　　　　2,860,000円
　地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合
的・専門的な相談支援や地域の相談支援体制の強化の取組みや浜
田圏域自立支援協議会の事務局運営など行う。

12,127,776

地域活動支援センター
事業

障がい者が地域において自立した日常生活または社会生活を営む
ことができるようセンターに通い、創作的活動または生産活動の
機会の提供及び社会との交流の促進を図るとともに、日常に必要
な便宜の供与を適切かつ効果的に行う。

　地域活動支援センター委託料　964,800円

964,800

　　障がい者の情報保障や自立した日常生活を送るための用具の給付等を行っている。
　　また、地域生活支援事業で行うサービスにより障がい者の自立と社会参加の促進などにつながって
　いる。

自立支援協議会
委託料

・居住サポート事業委託料　812,780円
　障がいのため賃貸契約による一般住宅への入居が困難な障がい
者等に対して、入居に必要な調整等の支援、また家主等への相談
支援を行ない住居の確保と地域生活の支援を行う。

812,780

障がい者認定
調査事業

　介護給付等の利用の申請があった際に、障がい者の福祉サービ
スの必要性を総合的に判断するために障害支援区分の判定を行
う。心身の状況に関するアセスメント調査に基づく一次判定の結
果を受けて、審査会において二次判定を行い、障害者支援区分を
決定する。

・審査委員報酬　　　　　　　　　825,000円
・旅費　　　　　　　　　　　　　 59,560円
・需用費　　　　　 　　　　　　　73,864円
・通信運搬費　　　 　　　　　　　46,000円
・認定審査用診断書作成手数料　　293,806円

1,298,230
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 訓練等給付事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 307,556,178 事
業
の
目
的
・
目
標

　障がい者が自立した生活を営むことが
できるように、生活訓練や就労へ向けた
支援、訓練等を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 153,778,089

県支出金 76,889,044

地方債

その他

一般財源 76,889,045

利用者
数(延)

支給金額(円)

共同生活援助
（グループホーム）

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上
の援助を行う。

919 120,149,464

種　別 事業内容

自立訓練
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期
間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を
行う。

0 0

就労移行支援
一般企業への就労を希望する人に、一定期間、就労に必
要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。

18 1,687,870

　必要な指導・訓練等を行うことで、就労意欲の向上や就労・生産活動の機会拡充が図られている。

就労継続支援
一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供すると
ともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行
う。

1,464 185,011,624

就労定着支援

就労移行支援等の利用を経て一般企業へ就業した障がい
者の状況を把握し、必要な情報提供や助言、相談、関係
機関との連絡調整等の自立した日常生活を営むために必
要な支援を行う。

25 707,220
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 介護給付事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 466,181,780 事
業
の
目
的
・
目
標

　障がい者等が地域で自立した日常生活
を送るために必要な様々なサービスを提
供し、生活の支援を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 233,090,890

県支出金 116,545,445

地方債

その他

一般財源 116,545,445

利用者
数(延)

支給金額(円)

居宅介護 居宅における身体介護、家事援助、通院介助等を行う。 461 16,073,770

種　別 事業内容

重度訪問介護
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に自宅
で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支
援などを総合的に行う。

0 0

生活介護
常に介護を必要とする人に、昼間施設において、入浴、
排泄、食事の介護等を行うとともに、創作活動又は生産
活動の機会を提供する。

1,541 269,014,647

短期入所
（ショートステイ）

自宅で介護する者が病気の場合等に、短期間、夜間も含
め施設で、入浴、排泄、食事の介護等を行う。

248 13,459,631

施設入所支援
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排泄、食事の
介護等を行う。

806 101,394,466

特例介護給付
特例的に高齢者介護施設を利用したとき、または、緊急
やむを得ない理由によりサービス支給決定の前までの間
にサービスを受けたときの費用を支給する。

69 8,230,536

行動援護
知的又は精神障害により、行動上著しい困難を有する人
に対し、危険を回避するため、外出時における移動中の
介護等を行う。

15 1,251,340

　　障害者自立支援法の規定により実施する事業であり、障がい者等が自立した生活が送れるように日常
　生活に必要なサービスを提供している。

同行援護
視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に対し、
危険を回避するため、外出時における移動中の介護等を
行う。

19 172,840

療養介護
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓
練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の介護を行
う。

216 56,584,550
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

　
グ○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 障がい福祉サービス事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 30,916,465 事
業
の
目
的
・
目
標

　サービスを利用する人に対して、サー
ビス利用計画書を作成し、円滑に利用で
きるようにする。
　また、施設やグループホーム等の低所
得者に対して、施設に係る費用の一部を
助成することにより、障がい者の生活を
支援する。

財
源
内
訳

国庫支出金 15,458,231

県支出金 7,729,115

地方債

その他

一般財源 7,729,119

利用者
数(延)

支給金額(円)

サービス利用計画
作成費

　相談支援事業所の相談支援専門員が、各障がい者に
応じて、サービス利用計画作成を行い、モニタリング
により実施状況を確認する。また、施設入所者や精神
科病院入院者に対して、地域移行のための支援を入
所、入院中から行い、地域に定着できるよう支援す
る。

900 14,442,903

種　　別 事業内容

　サービスを利用する障がい者に、相談支援専門員がアセスメントを実施し利用計画を作成すること
で、障がい者個々の特性に合わせたサービスを受けることができる。

特定障害者特別
給付費

　施設に入所する低所得者等に対して、施設の利用に
かかる家賃・食費・光熱水費の実費負担に要する費用
の一部、またグル－プホームに入居する障がい者の家
賃の一部を助成し、利用者の負担軽減を図る。

1,596 15,556,519

高額障害者福祉
サービス費

　世帯で複数の障がい者等が福祉サービスを利用した
場合や、同一の人が介護保険制度に基づくサービスと
障がい福祉サービスを合わせて利用する場合、世帯ご
との負担上限額または利用者ごとの負担上限額を設
け、それを超えた部分を支給する。

71 917,043
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 療養介護医療費 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 10 障がい者福祉費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 01 社会福祉費

事業費 15,933,219 事
業
の
目
的
・
目
標

　医療と常時介護を必要とする人に、医
療機関で必要な医療及び看護を行い、対
象者の福祉の向上を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金 7,920,000

県支出金 3,960,000

地方債

その他

一般財源 4,053,219

　障害者総合支援法に基づく自立支援給付であり、介護に合わせて常時医療の必要な障がい者が、入
所施設で安心して医療を受けることができており、入院生活の質の向上が図られている。

利用者
数(延)

支給金額(円)

療養介護医療費
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関
（療養介護事業所）で必要な医療や看護を行
う。

218 15,933,219

種　　別 事業内容
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績
自立相談支援事業は、生活困窮者からの相談を受け、
　 ①生活困窮者の抱えている課題を評価・分析（アセスメント）し、そのニーズを把握

②ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、自立支援計画を策定
③自立支援計画に基づく各種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施

等の事業を行う。

①相談受付状況 ②相談内容 ③支援調整会議
開催数：１回

出席者

※一人で複数の相談案件あり

④利用につなげた主な制度 ⑤就労者・増収者の状況
・就労者数 ２名

※相談受付後支援した結果、新規就労へ繋がった件数

⑥増収者数の状況
・増収者数 ２名

※相談受付後支援した結果、就労による増収に繋がった件数

○事業の効果

事　業　名 生活困窮者自立相談支援事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

社会福祉課 生活支援係 項 01 社会福祉費

目 11 生活困窮者自立支援費

事業費 7,525,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　平成27年4月より施行された「生活困
窮者自立支援法」における必須事業。
就労、その他の自立に関する問題につい
て、生活困窮者からの相談に応じ、必要
な支援を行うもの。

江津市社会福祉協議会への委託事業

財
源
内
訳

国庫支出金 5,250,000

県支出金 0

地方債

件数

男性 女性 年代 人数 病気・健康・障がい 22

0

その他 0

一般財源 2,275,000

月 相談件数
内訳 年代別内訳 内容

住まい 13 ・江津市福祉事務所

5月 3 2 1 20代 2 収入・生活費

4月 4 4 0 10代 0

38 ・ワークステーション江津

6月 5 3 2 30代 5 家賃・ローン支払 10 ・江津市社協

7月 6 5 1 40代 7 税金・公共料金支払 9

債務 5

9月 3 2 1 60代 16 仕事探し・就職 13

8月 4 3 1 50代 14

仕事上での不安 1

11月 4 2 2 80代以上 5 地域との関係 2

10月 3 2 1 70代 8

家族との関係 11

1月 7 4 3 合計 57 子育て 1

12月 3 3 0 不明 0

3月 10 6 4 ひきこもり・不登校 2

2月 5 4 1 介護のこと 2

前年比 11 20 -9 食べるものがない 6

合計 57 40 17 ＤＶ・虐待 0

生活福祉資金貸付 1

民生基金貸付 4

その他貸付 0

その他 10

計 145

内　　容 件数

・平成27年度より開始した事業。就労支援による増収や生活全般での支援を行うことにより、生活困窮状
態からの早期脱却が可能となり、生活改善につながっている。
・生活困窮者に対する相談支援機能の充実により、福祉事務所の負担軽減とともに、社会資源の活性化、
地域全体の負担軽減につながっている。

寝具の提供 0

日用品の提供 2

合　　計 21

緊急一時食糧支援事業 14

入居債務保証支援事業 0

衣類の提供 0
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円

施策の内容、実績、及び効果

●保育士キャリアアップ研修事業

〇 事業の効果
保育研究会による市内開催の結果、多くの保育士が参加し必要な知識を得ることができた。

● 保育体制強化事業
保育士業務の負担軽減を図るため、保育に係る周辺業務を行う者の配置をする施設に補助し、
うさぎ山こども園が活用した。

● 保育補助者雇上強化事業
保育士の補助を行う者の雇上げに必要な費用を補助し、里山子ども園わたぼうしが活用した。
雇用した者には保育士資格につなげるために園内研修を実施した。

○事業の効果
補助金の交付により保育士の負担軽減が図られた。

● 第３子以降保育料軽減事業　
第３子以降の３歳未満の児童が利用した保育施設利用料を全額補助し、５７人の児童が利用した。

● 子育てのための施設等利用給付
保育の必要性認定を受けた世帯の児童が認定こども園幼稚園部門の一時預かりや認可外保育施設を
利用した利用料を給付し、５人の児童が利用した。

● その他 1,704,388円
（職員手当、旅費、需用費（消耗品費等）、役務費他）

〇 事業の効果
子育て世帯に係る経済的な軽減や、若年世代の啓発が図られた。

事　業　名 児童福祉総務費 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

目 01 児童福祉総務費

その他

一般財源 5,359,472

個々の子どもの発達に応じた保育を行う力を養う研修を開催した。
江津市保育研究会委託事業。３回の研修会に、市内の保育士延べ１２３名が参加した。

事業費 11,834,234 事
業
の
目
的
・
目
標

　多子世帯の経済的負担を軽減するため
の助成事業や保育士の研修実施委託事
業、若年層への啓発事業など、乳幼児保
育・教育をとりまく環境の整備や支援を
行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 342,175

県支出金 6,132,587

地方債

374,406 187,000 187,406

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,200,000 900,000 300,000

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,423,000 1,245,000 178,000

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

6,822,090 2,559,000 4,263,090

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

310,350 155,175 77,587 77,588

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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円
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円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績
●障がい児保育事業

●一時保育事業

●一時預かり事業（幼稚園型）

事　業　名 私立保育所等特別保育事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

目 01 児童福祉総務費

その他 15,000,000

一般財源 9,418,090

　保護者が就労等により保育することができない障がい児等を、市内の私立保育施設８か所におい
て保育し、その発達促進に努めた。

事業費 36,836,090 事
業
の
目
的
・
目
標

　民間保育施設において、保育需要の多
様化への対応や子育て支援のための特別
保育事業が、柔軟に、かつ効果的に実施
できるよう、事業実施を支援する。財

源
内
訳

国庫支出金 4,290,000

県支出金 8,128,000

地方債

23,186,000 2,998,000 15,000,000 5,188,000

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

敬 川 保 育 所 12 60 72

保育施設名
年間延べ入所障がい児数（人）

0歳 1.2歳 3歳 4.5歳 合計

た ま え 保 育 園 12 12
波 子 保 育 所 12 12

あ さ り こ ど も 園 24 24
さ く ら こ ど も 園 12 20 32

う さ ぎ 山 こ ど も 園 24 71 95
認定こども園のぞみ保育園 12 48 60

合　　　計 0 0 60 268 328
里山子ども園わたぼうし 21 21

5,310,520 1,744,000 1,884,000 1,682,520

　保護者の就労形態の多様化や冠婚葬祭、通院、育児疲れの解消等に対応するため、在宅児童を一
時的に、市内の私立保育施設６か所において保育を行った。

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

波 子 保 育 所 2 認定こども園のぞみ保育園 180
た ま え 保 育 園 0 う さ ぎ 山 こ ど も 園 204

保育施設名 利用延べ児童数（人） 保育所名 利用延べ児童数（人）

敬 川 保 育 所 32 あ さ り こ ど も 園 208

一般財源
4,278,470 1,426,000 1,426,000 1,426,470

合　　　　計 626

　市内の私立保育施設４か所において、認定こども園の教育時間認定の在籍園児について、平日の
教育時間前後や土曜日、長期休業日に保育を行った。

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

認定こども園のぞみ保育園 616 う さ ぎ 山 こ ど も 園 944
合　　　　計 1,918

保育施設名 利用延べ児童数（人） 保育所名 利用延べ児童数（人）

さ く ら こ ど も 園 24 あ さ り こ ど も 園 334
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●延長保育事業

●休日保育事業

●病児保育事業
休止中

● 私立保育所地域活動事業

◇ 地域交流事業

６月「高齢者交流」、７月「夏祭り」、１２月「クリスマス会」
７月「夕涼み会」、８月「跡市まつり」

◇ 育児講座・育児と仕事の両立支援事業

１０月「ヨガ教室」、２月「交流カフェ」、「親子クッキング」
６月「親子クッキング」、１月「伝承遊び体験」
６月「子育て支援交流会」、２月「成長展」
６月「子育て支援交流会」、３月「成長展」

６月「保護者研修会」、２月「みそづくり」

○事業の効果
　保護者の保育需要の多様化への対応が図られた。

　保護者が就労等により保育することができない児童を、保護者の就労形態に応じて、市内の私立
保育施設８か所において、通常の保育時間を延長して保育を行った。

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

保育施設名
事　業　の　概　要

延長時間
利用児童数延べ（人）

標準時間認定 短時間認定 合計

3,361,100 1,120,000 1,120,000 1,121,100

敬 川 保 育 所 18時～19時 850 117 967
波 子 保 育 所 18時～19時 96 0 96
た ま え 保 育 園 18時30分～20時 35 11 46
さ く ら こ ど も 園 18時～19時 569 0 569
あ さ り こ ど も 園 18時～19時 763 45 808
認定こども園のぞみ保育園 18時～19時 2,685 83 2,768

合　　　計 5,759 291 6,050

　保護者の就労形態の多様化に伴い、市内の私立保育所１か所において、日曜日・国民の祝日等に保育を
行った。

保育施設名 休日保育利用延べ児童数（人）

う さ ぎ 山 こ ど も 園 18時～19時 564 35 599
里山子ども園わたぼうし 18時30分～19時 197 0 197

一般財源
700,000 700,000

た ま え 保 育 園 338

　保育施設を地域に開かれた社会資源とし、保育施設の専門知識・機能等を地域において活用する
ため、地域住民と交流を図る等の事業を行った。

事業費
財　源　内　訳 単位：円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

さくらこども園 ７月「夏祭り」、９月「運動会」
あさりこども園 ７月「夏祭り」、９月「運動会」

認定こども園のぞみ保育園 ４月「花まつり」、７月「夕涼み会」、１月「お正月遊び、餅つき会」

　私立保育施設において、園児と在宅児童や小学生、地域の高齢者等が行事を通して世代間交流を図った。
保育施設名 主な事業内容
敬川保育所 ７月「夏祭り」、９月「運動会」、１１月「芋煮会・サンマパーティ」
波子保育所 ４月「ワカメ拾い」、７月「夏祭り」、１０月「運動会」

里山子ども園わたぼうし １１月「羊毛ワークショップ」

波子保育所
さくらこども園
あさりこども園

認定こども園のぞみ保育園 ５月「親子クッキング活動」、７月「親子ふれあい遊び」、10月「親子クラフト」

うさぎ山こども園

うさぎ山こども園
里山子ども園わたぼうし

　私立保育施設において、子育て家庭の父親や母親などを対象に、子どもの生活リズムづくりや親学、
両立支援のための講習会等を開催した。

保育施設名 主な事業内容
敬川保育所
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の実績

※さくらこども園、あさりこども園、認定こども園のぞみ保育園、うさぎ山こども園、 
里山子ども園わたぼうしの補助基準額（運営費）は、保育料を差し引く前の金額であり、
実際の給付額とは異なる。

○事業の効果
・補助金の交付により私立保育施設の運営の安定が図られた。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 私立保育所運営費補助事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

事業費 6,674,230 事
業
の
目
的
・
目
標

　市内の私立保育施設に対し、その運営
の安定と児童の健全な保育を図るため補
助金を交付する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

敬 川 保 育 所 112,496,600 1.0/100 1,124,960

その他

一般財源 6,674,230

　市内の私立保育施設に対し、その運営の安定と児童の健全な保育を図るため補助金を交付した。

保育所名
補助金の算出方法及び補助金額

補助基準額（運営費）（円） 補助率 補助金額（円）

波 子 保 育 所 52,872,970 1.0/100 528,720
た ま え 保 育 園 50,561,570 1.0/100 505,610
さ く ら こ ど も 園 52,621,070 1.0/100 526,210
あ さ り こ ど も 園 91,023,500 1.0/100 910,230

認定こども園のぞみ保育園 139,888,210 1.0/100 1,398,880
う さ ぎ 山 こ ど も 園 135,834,520 1.0/100 1,358,340
里山子ども園わたぼうし 32,128,410 1.0/100 321,280

合　　　計 667,426,850 6,674,230
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績

児童 人 保護者等 人 合計 人
児童 人 保護者等 人 合計 人
児童 人 保護者等 人 合計 人

○事業の効果

のぞみ子育て支援センター

あさりこども園子育て支援センター

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 地域子育て支援センター費 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

保育所名 事　業　内　容

事業費 22,884,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　地域全体で子育てを支援することを目
的とし、子育て家庭等に対する育児不安
の相談、子育てサークル等への支援、地
域保育需要に応じた特別保育事業の積極
的実施などを行い、地域の子育て家庭へ
の支援を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 7,628,000

県支出金 7,628,000

地方債

その他

一般財源 7,628,000

認定こども園のぞみ保育園 あそぼうクラブ、バースデーカフェ、お楽しみ広場、おしゃべり広場
あさりこども園 わくわく広場、もぐもぐデー、スマイルデー、わくわく誕生会

保育所名 延べ利用人員
認定こども園のぞみ保育園 1,537 1,277 2,814
あさりこども園 451 410 861
合　　　計 1,988 1,687 3,675

　地域の子育て親子の交流や情報交換を促進すると共に、子育てに関する相談や情報提供を行うこと
により、育児に関する不安を緩和し、子どもの健やかな育ちにつながった。
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施策の内容、実績、及び効果
　○事業の内容

8 人

●事業費
　　　2,000,000円

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 ファミリーサポートセンター事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

　　０才から小学６年生までの子どもをもつ家庭を対象に、保育施設の時間外や学校放課後の預かり、

事業費 2,000,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　地域において｢育児の援助を行いたい
者」と「育児の援助を受けたい者」を組
織化し、相互援助を行うことにより、労
働者等が、仕事と育児を両立し安心して
働くことができる環境作りや地域の子育
て支援機能の充実を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金 666,000

県支出金 666,000

地方債

その他

一般財源 668,000

　保護者の受診や買い物等の外出の際の預かり、子育てのリフレッシュ等、あらかじめ登録した会員
　の自宅で一時的に子どもを有料で預かる事業。

　○事業の実績

　　　　●会員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）　　　　　　　　　　
おねがい会員（育児の援助を受けたい人） 193
まかせて会員（育児の援助を行いたい人） 69

どっちも会員 23
合　　　　計 285

　　　　●活動件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(件）
保育施設の保育開始前や保育終了後の預かり・送迎 9
小学校の登校前や放課後 121
保護者の仕事・外出の際の預かり 19

合　　　　計 149

子育て中の家庭が育児と仕事の両立ができるよう支援し、育児負担の緩和に繋がった。また、会員・担当
職員の資質向上と地域での子育て支援の現状を把握するための研修会を開催するとともに、会員同士の連
携を図るため交流会を実施し、サポートがスムーズに行われるようになった。

　　　　●実利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　●研修等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
講習会の開催　　3回
研修会の開催　　1回
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○事業内容

●

●

●
令和元年7月19日　 食育講演会「子どもの食のマナーを学びましょう」 参加親子13組　26人

●

○事業の効果

・ こどもまつり ・おやこキラキラコンサート ・食育推進事業（調理実習）

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 次世代育成支援推進事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

　　親子で楽しみ、子育てについて学び、親どうしの交流の場となるイベントを開催。

事業費 1,697,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　子育て支援について地域全体で取り組
むための啓発活動として、また、子育て
中の親子にとって楽しい遊び場であると
ともに、親子の学びの場、ふれあいの場
となるイベントを開催する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 1,600,000

その他

一般財源 97,000

食育推進事業

○事業の実績
第14回江津市こどもまつり

　開催日：令和元年5月19日（日）
　場所　：江津市地場産業振興センター
　来場者数　　　　　　：1,000人
　参加・協力者数　　　：　150人

第13回おやこキラキラコンサート
　開催日：令和元年12月15日（日）
　場所　：江津市総合市民センター
　来場者数　　　　　　：　540人
　参加・協力者数　　　：　267人

「こどもまつり」「おやこキラキラコンサート」は、他市にはない地域あげての子育て親子のイベ
ントとして周知され定着してきた。親子の集いの場にもなると同時に、ボランテイアスタッフの協
力体制や地域の子育て支援団体の協力体制も充実してきており、地域で子育て支援をする意識の醸
成につながっている。また、食育推進事業では食べることの楽しさや地産地消、伝統料理など子育
て世代の親にとって学びの場となっている。

令和元年9月20日　 野菜市めぐり（地産地消）   　　　　　　　　　　参加親子10組　22人
令和元年11月8日　 収穫体験「いもほり」　            　　　       参加親子 9組　21人
令和元年12月20日　調理実習「おせち料理」　　　　　　　　　　　　 参加親子15組　34人

事業費　　1,697,000円
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円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果
○ 事業の内容

●子育て親子の交流や集いの場の提供
●子育てに関する相談、援助
●子育て情報の提供
●子育て及び子育て支援に関する講習会、研修会の実施

○事業の実績
木曜日・祝日を除く毎日（土・日も開所）
子ども　3,353人　　大人　2,705人

●
・
・

●
・ ・音楽の教室 参加親子　  9組　  18人

・運動の教室（3Ｂ） 参加親子　  9組　  18人
・ 参加親子　　12組　 23人
・運動の教室（3Ｂ） 参加親子　　10組　 21人

・ ・神楽道具づくり 参加親子　  10組　 34人
・そうめん流し 参加親子　  11組　 39人
・コブタコーチとあそぼう 参加親子　　22組　 64人
・もちつき 参加親子　　10組　 33人

・
・

はじめてベビーの日（年5回） 参加親子　　44組　 87人
・子育てサポーター・ボランティア養成講座

参加者　　  14人
・地域支援の取り組み 出張講座・遊びの指導　
・江津市教職員冬季研修会（令和元年12月26日）

「児童生徒の多様な課題をどうするか」
講師　木原雅子氏（京都大学学際融合教育研究推進センター教授）
　参加者　13人

● 事業費

○事業の効果 

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 地域子育て支援拠点事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

　乳幼児親子が集い、ふれあいと学びの
交流をし、諸行事経験や育児相談等によ
り子育てへの不安や精神的な負担感の緩
和を図ると同時に、安心して子育て・子
育ちができる環境を整備し、子育て能力
の向上を図る。また、子育て支援者やボ
ランティアの養成をすることで、地域あ
げての子育て支援機能の充実を図ること
を目的とする。

サポートセンター開所日数 279日

事業費 20,903,948 事
業
の
目
的
・
目
標

その他

一般財源 13,143,948

財
源
内
訳

国庫支出金 3,880,000

県支出金 3,880,000

地方債

赤ちゃん教室（年4回）

利用人数 6,058人
登録者数 1,058人
相談件数 102件

情報の提供
どりーむ便り　　　　　毎月発行
ホームページアクセス数（開設時より通算）　　　104,120件

企画・研修会・講習会等

歯の教室

パパとママと一緒の憩いの日

「感染症を予防しましょう～嘔吐物の処理法」

費目 決算額（円） 備　　考

合計 20,903,948

　子育て情報の提供、行事体験の提供、仲間作りの場の提供等により、子育てサポートセンターの機
能が広く周知されて利用者が増えている。また育児相談体制の充実により、育児不安の軽減や精神的
な負担感の緩和に繋がっている。

需用費 600,243 子育てｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの光熱水費
委託料 20,303,705
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

　
● ①

②

①
②
③

●

○

・ ・

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 赤ちゃん登校日事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

○事業の内容

事業費 2,928,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　将来親になる小学校の児童が、赤ちゃん
との継続的な関わりを通じて、コミュニ
ケーション能力、思いやり、命の大切さを
学ぶ「赤ちゃん登校日」や赤ちゃん登校日
と連動してコミュケーションの必要性や大
切さを学ぶ講座を実施し、次代を担う子ど
もたちの「生きる力」を育む。また、「仕
事と子育ての両立支援」の実現に向け、赤
ちゃん登校日事業を活用する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 2,900,000

その他

一般財源 28,000

津宮小学校　　 　9月26日開催　 　5年生52人

●赤ちゃん登校日授業
コミュニケーション能力、思いやり、命の大切さを学ぶため、児童・生徒と生後4か月の赤ちゃんと
その親とがペアになり、3か月間、4回の授業で、関わり体験を行う。（赤ちゃんと関わるための事
前学習1回、関わり体験3回）

江津東小学校　5月～6月
　対象者　5年生　15人　 赤ちゃん親子　14組　 参観者　延べ76人
津宮小学校　9月～10月
　対象者　5年生　42人　 赤ちゃん親子　21組　 参観者　延べ108人

平成29年度より、「仕事と子育ての両立支援」の実現に向け、市内企業に働きかけ、この事業を
参観することを通じて、子育て支援の必要性を理解するとともに従業員の子育てを積極的に応援
する機運の醸成を図る取り組みを始めた。令和元年度は、2校で延べ44人の参観があった。

●コミュニケーション講座
小学生を対象にコミュニケーションの必要性や人と人が良好にかかわりあって生きていくことの大
切さを学ぶ。

江津東小学校　　 6月 4日開催　　 4年生17人
桜江小学校　　 　6月20日開催　 　5年生16人、6年生23人

（江津東小学校） （津宮小学校）

事業費　　　2,928,000円

事業の効果
児童・生徒にとっては、親や周囲への感謝の気持ち、命の大切さ、話を聞くことの大切さがわかり、
友達と助け合ったりいい関係を作りたいという意識が芽生えている。赤ちゃんの親は、児童生徒との
関わりを通じてわが子への愛情を再確認でき、子育てに自信を持つことができるようになり、我が子
の将来像をイメージし子育ての充実感を得ることができるとの感想があった。

赤ちゃん登校日 赤ちゃん登校日
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円
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円

施策の内容、実績、及び効果
○事業の内容、実績

単位：円

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 児童支援事業 予
算
科
目

会計 01

高齢者障がい者福祉課 障がい者福祉係 目 01 児童福祉総務費

健康医療対策課 障がい者福祉係 項 02 児童福祉費

事業費 60,593,625 事
業
の
目
的
・
目
標

　児童発達支援センター等に障がい児を
保護者のもとから通わせて、日常生活に
おける基本的動作の指導、独立自活に必
要な知識、技術の習得又は集団生活への
適応のための訓練を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金 30,225,126

県支出金 15,255,936

地方債

その他

一般財源 15,112,563

利用者数
上段: 延人数)
下段:(実人数)

支給金額

児童発達支援
未就学の障がい児の日常生活における基本動作の指導、
知識技能の習得、集団生活への適応訓練、その他の必要
な支援を行う。

363
(55)

10,405,034

種　別 事業内容

放課後等デイサービス
学校就学中の障がい児に対して、放課後や学校の休業日
において、生活能力の向上のために必要な訓練、社会と
の交流促進その他必要な支援を行う。

573
(49)

44,933,999

保育所等訪問支援
保育所等を訪問し、障がい児に対して障がい児以外の児
童との集団生活の適応のための専門的な支援を必要とす
る場合に行う。

76
(16)

875,512

　児童福祉法に基づく事業であり、障がい児が集団生活への適応訓練、生活能力の向上のために必要な訓
練を行うことで、自立の促進につながっている。

障害児相談支援
相談支援事業所の相談支援専門員が対象児に応じたサー
ビス利用計画の作成を行い、支給されたサービス等の利
用状況の検証(モニタリング）を行う。

218
(94)

4,379,080

高額障害児
通所給付費

　世帯で複数の障がい児等が福祉サービスを利用した場
合、世帯ごとの負担上限額または利用者ごとの負担上限
額を設け、それを超えた部分を支給する。

0 0
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

●

○ 事業の実績

●
・
・

①
②

③

・ 子育て支援連絡会（月1回開催）

●母子保健型
・ 妊婦訪問及び状況把握　　65人（延べ69人）
・ 産婦訪問　　　　　　　 117人（延べ129人）

● パンフレット配布（保育所・子育て関係機関）

● 事業費　　　6,675,000円

○ 事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 保育施設等利用者支援事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

事業費 6,675,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　子ども・子育て支援制度に沿って、子
ども及びその保護者、妊婦が自らの選択
に基づき、多様な教育・保育施設及び地
域の子育て事業等を円滑に利用できるよ
う支援を行い、子どもたちが健やかに成
長できる地域社会の実現を目指す。

財
源
内
訳

国庫支出金 2,225,000

県支出金 2,225,000

地方債

子育て講座2「子育て応援団」

その他

一般財源 2,225,000

多様な相談に対応するため、専門的立場から教育・保育・子育て支援の情報提供及び相談・助言を
行い、関係機関との連絡調整を実施する（基本型）。また、保健師が専門的見地から相談支援等を
実施し、妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目のない支援体制（母子保健型）を構築する。

基本型（委託事業）
相談・コーディネート事業　　相談件数　57件
専門相談員による子育て講座の開催

子育て講座1「育児を楽しく」（参加者親子19組）

～赤ちゃんの力はすごい！～　（参加者親子 5組）
子育て講座3「たのしく優しい子育て」
～効果的なしつけのポイント～（参加者親子18組）

子育て支援課・江津警察署・市内子育て支援センター・放課後子ども教室・保育研究会
子育てサロン・子育てサポートセンター

基本型では専門相談員による相談業務の充実を図り、子どもの発達に関する相談や母親の育児不安
やストレスに関する相談を受けた。継続して相談に来られる方も多く、母親の育児不安の解消やス
トレスの軽減につながっている。
また、関係機関が連携することで、妊娠期から子育て期、学童期に渡るまでの切れ目のない支援を
行うことができるようになった。
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円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容及び実績

●途中入所児童受入推進事業

加配保育士１人当たり ０歳児受入可能人数３人の場合：200,000円/月
０歳児受入可能人数２人の場合：132,000円/月
０歳児受入可能人数１人の場合：66,000円/月

円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人
円 人 人

●保育士就労奨励金

交付実績
就労奨励金交付人数：９人

内訳

人
人
人
人
人
人
人
人

就労奨励金交付実績額：９００，０００円

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 保育士確保対策事業 予
算
科
目

会計 01

目 01 児童福祉総務費

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

　途中入所の児童（０歳児）がスムーズに保育所に入所できるよう保育士を事前に確保している、
民間運営の保育所に対し、人件費の一部を補助金として交付した。

事業費 21,722,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　待機児童を出さないためには、保育士
の確保が最重要課題であり、保育所への
補助金や、奨励金の交付により保育士の
離職防止や新規の確保に努める。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金 5,594,000

地方債

その他

一般財源 16,128,000

保育所名 補助金額 途中入所０歳児数 確保保育士数
敬 川 保 育 所 2,796,000 15 5
波 子 保 育 所 2,064,000 6 2
た ま え 保 育 園 1,594,000 5 2
さ く ら こ ど も 園 2,924,000 7 3
あ さ り こ ど も 園 3,528,000 9 3

認定こども園のぞみ保育園 4,928,000 15 5
う さ ぎ 山 こ ど も 園 1,862,000 13 4

さ く ら え 保 育 園 1

里山子ども園わたぼうし 1,126,000 2

　江津市に住所のある保育士資格を持つ者が、江津市内の保育所に新たに就労した場合に１人当た
り１００，０００円の就労奨励金を交付した。

保育所名 人数
め ぐ み 保 育 園 1

1
合　　　計 20,822,000 72 25

波 子 保 育 所 1
さ く ら こ ど も 園 1
あ さ り こ ど も 園 1

　途中入所児童受入推進補助金の交付及び保育士就労奨励金の交付により、保育士の確保が進み、待
機児童を出すことがなかった。

認定こども園のぞみ保育園 1
う さ ぎ 山 こ ど も 園 3

合　　　計 9
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円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

● ３歳未満の子ども一人につき月額15,000円を、３歳以上小学校修了前までの第１子、第２子に
ついて月額10,000円を、同第３子以降について月額15,000円を、中学生は月額10,000円を支給
する。所得制限額以上の者は、月額5,000円。

● 支給月
2月・6月・10月

● 国、地方、事業主が費用負担する（公務員については所属庁負担）

・0歳～3歳未満の被用者に係る国の負担部分については、事業主負担分21/45を含む。

○ 事業の実績

○事業の効果
法に基づき適切な支給事務を実施し、子育て家庭への経済的支援となっている。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 児童手当扶助費 予
算
科
目

会計 01

目 02 児童措置費

子育て支援課 子育て支援係 項 02 児童福祉費

事業費 295,405,000 事
業
の
目
的
・
目
標

　次代の社会を担う子どもの健やかな育
ちを支援するために、中学校修了前まで
の子どもを養育する者に児童手当を支給
する。財

源
内
訳

国庫支出金 206,022,998

県支出金 44,608,998

地方債

その他

一般財源 44,773,004

県 市支給対象児童 国

０歳～３歳未満
被用者 37/45 4/45 4/45
非被用者 4/6 1/6 1/6

３歳以上～小学校修
了前

第１子・第２子 4/6 1/6 1/6
第３子以降 4/6 1/6 1/6

中学生 4/6 1/6 1/6
所得制限以上の世帯 4/6 1/6 1/6

支給月 子どもの数（延べ人数） 支給額
6月期 8,821人 98,560,000円
10月期 8,656人 96,660,000円
2月期 8,942人 99,705,000円
随時 　　45人 480,000円

合　計 26,464人 295,405,000円
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の実績
私立保育所委託費・こども園給付費

＊認定こども園と小規模保育事業所は保育料を自園で徴収するため、運営費から保育料を差し引い
た金額を支給する。
＊処遇改善加算分には、処遇改善等加算Ⅰのうち賃金改善要件分と処遇改善等加算Ⅱが含まれる。
＊待機児童、入所保留児童は出なかった。

○事業の効果

事　業　名 私立保育所委託費 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

目 02 児童措置費

その他 23,072,750

一般財源 186,018,041

　市内の私立保育所及び認定こども園、市外の私立保育所へ運営費給付として交付した。

事業費 667,828,950 事
業
の
目
的
・
目
標

　保護者が就労等により保育することが
できない児童を、私立保育所において保
育する。

財
源
内
訳

国庫支出金 306,664,832

県支出金 152,073,327

地方債

保育施設名
年間延べ入所児童数 （人） 年間運営費

（円）
うち

0歳 1.2歳 3歳 4.5歳 合計 処遇改善加算分
敬 川 保 育 所 136 342 252 426

さくらこども園
保育部門 39 138

た ま え 保 育 園 26 87 72 135

40
579

1,156 112,496,600 (9,053,500)
波 子 保 育 所 47 123 88 78 336 52,872,970 (4,691,310)

320 50,561,570 (4,239,450)

あさりこども園
保育部門 55 238 77 410 780

72 200 449
教育部門 0 0 0 9

81,082,700 (8,147,050)
教育部門 0 0 60 100

9
47,508,880 (6,387,950)

うさぎ山こども園
保育部門 106 409 149 260

1,488
118,036,010 (12,326,830)

教育部門 0 0 54 57 111
認定こども園
のぞみ保育園

保育部門 106 521 282

924
121,706,410 (10,684,790)

教育部門 0 0 47 258 305
30,814,610 (3,358,560)

市内計 529 1,889 1,225 2,489 6,132 615,079,750 (58,889,440)
里山子ども園わたぼうし 14 31 72 37 154

市
外

聖 バ ル ナ バ 保 育 園 0 0 0 12

つ く し 保 育 園 0 12 0

12 48

み の り 第 ２ 保 育 園 0 0 0 22

美 川 保 育 園 0 0 0 9

周 布 保 育 園 0

12 699,030
長 沢 保 育 園 12 0 12 0 24 3,011,440

24 36 5,656,050
う み か ぜ 保 育 園 23 55 48 106 232 20,586,080

2,148,380
上 府 保 育 園 12 24 96 9,730,820
浜 田 ひ か り 保 育 所 0 12 0 12 24

3,730,940
22 1,301,020

仁 摩 保 育 園 12 12 0 0 24

1,822,680
9 601,790

あ お い 保 育 園 0 10 0 10 20

609,390
2 2 0 4 474,160

愛 恵 保 育 園 3 0 0 0 3

499,360
あ さ ひ 子 ど も 園 10 0 0 0 10 1,786,330
こ く ふ 子 ど も 園 0 0 12 0 12

91,730
市外計 72 127 86 245 530 52,749,200

み な と 子 ど も 園 0 0 0 2 2

667,828,950 (58,889,440)

私立保育所において、延べ6,662人の児童の保育・教育を行い、児童の健全な心身の発達が図られた。

合　　計 601 2,016 1,311 2,734 6,662
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の実績

●事業の内容
保護者が就労等により保育することができない児童の保育を、市内の公立保育所で保育した。

●事業の実績 （単位：人）

＊待機児童、入所保留児童は出なかった。

○事業の効果

保育の様子

渡津保育所
渡津保育所 渡津保育所

谷住郷保育所 谷住郷保育所

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 保育所費 予
算
科
目

会計 01

目 03 保育所費

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

事業費 44,942,021 事
業
の
目
的
・
目
標

　保護者が就労等により保育することが
できない児童の保育を、公立保育所で保
育する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 1,153,000

地方債

その他 2,715,046

一般財源 41,073,975

260

4.5歳 合計
渡 津 保 育 所 57 251 163 255 726

保育所名
年間延べ入所児童数

0歳 1.2歳 3歳

谷 住 郷 保 育 所 8 96 36 120

　市内の公立保育所において、延べ986人の児童の保育を行い、児童の健全な心身の発達が図られ
た。

合　　計 65 347 199 375 986
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の実績

●保育所措置費

＊処遇改善加算分には、処遇改善等加算Ⅰのうち賃金改善要件分と処遇改善等加算Ⅱが含まれる。
＊待機児童、入所保留児童は出なかった。

●保育所運営費補助

●途中入所児童受入推進事業

加配保育士１人当たり ０歳児受入可能人数３人の場合：200,000円/月
０歳児受入可能人数２人の場合：132,000円/月
０歳児受入可能人数１人の場合：66,000円/月

円 人 6 人
円 人 2 人
円 人 8 人

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 統合保育所運営委託事業 予
算
科
目

会計 01

目 03 保育所費

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

めぐみ保育園を運営する「社会福祉法人明蓮会」及び、さくらえ保育園を運営する「サンライフほの
ぼの有限会社」に対し、児童の保育にかかる運営費給付として交付した。

事業費 206,569,750 事
業
の
目
的
・
目
標

　保護者が就労等により保育することがで
きない児童を、市内の公立保育所において
保育する。
　江津保育所、嘉久志保育所の廃止に伴
い、平成２１年度よりめぐみ保育園の運営
を「社会福祉法人明蓮会」に委託。
  市山保育所、川戸保育所の廃止に伴い、
平成２６年度よりさくらえ保育園の運営を
「サンライフほのぼの有限会社」に委託。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,668,300

地方債

その他 29,546,340

一般財源 174,355,110

保育所名
年間延べ入所児童数（人） 運営費

（円）
うち

0歳 1.2歳 3歳 4.5歳 合計 処遇改善加算分
136,393,710 (11,285,700)

さくらえ保 育園 31 152 134 216 533 64,128,040 (5,299,410)
め ぐ み 保 育 園 154 528 300 765 1,747

200,521,750 (16,585,110)

　めぐみ保育園を運営する「社会福祉法人明蓮会」及び、さくらえ保育園を運営する「サンライフ
ほのぼの有限会社」に対し運営費の１％を補助するもの。両施設とも前年度からの繰越金が一定額
あるため交付は行わなかった。

保育所名 補助金額 途中入所０歳児数 確保保育士数

合　　計 185 680 434 981 2,280

合　　計 6,048,000 24

　めぐみ保育園において延べ1,747人、さくらえ保育園において延べ533人の児童の保育を行い、児
童の健全な心身の発達が図られた。

めぐみ保育園 3,856,000 18
さくらえ保育園 2,192,000 6
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施策の内容、実績、及び効果

●障がい児保育事業

● 延長保育事業

● 一時保育事業

● 地域子育て支援センター事業

事　業　名 公立保育所特別保育事業 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

子育て支援課 保育係 項 02 児童福祉費

目 03 保育所費

その他 51,822

一般財源 25,903,014

　保護者が就労等により保育することができない障がい児を、市内の公立保育所において保育し、
その発達の促進に努めた。

事業費 32,739,836 事
業
の
目
的
・
目
標

　公立保育所において、保育需要の多様
化への対応や子育て支援のための特別保
育事業が、柔軟に、かつ効果的に実施で
きるよう、事業実施を支援する。財

源
内
訳

国庫支出金 2,724,000

県支出金 4,061,000

地方債

15

保育施設名
年間延べ入所障がい児数（人）

事業費（円）
0歳 1.2歳 3歳 4.5歳 合計

96 96
さ く ら え 保 育 園 0 0
め ぐ み 保 育 園

合　　　計 0 0 0 135 135

20,572,106
谷 住 郷 保 育 所 24 24
渡 津 保 育 所 15

　保護者が就労等により保育することができない児童を、保護者の就労形態に応じて、保育所にお
いて通常の保育時間を延長し保育を行った。

保育施設名
事　業　の　概　要

事業費（円）
延長時間

利用児童数延べ（人）
標準時間認定 短時間認定 合計

3,533,730

め ぐ み 保 育 園 18時00分～19時00分 1,579 368 1,947
さ く ら え 保 育 園 18時00分～19時00分 112 0 112

合　　計 1,699 392 2,091

　保護者の就労形態の多様化や冠婚葬祭、通院、育児疲れの解消等に対応するため、在宅児童を一
時的に預かり、保育を行った。

保育施設名 一時保育利用延べ児童数（人） 事業費（円）

谷 住 郷 保 育 所 18時30分～19時00分 8 0 8
渡 津 保 育 所 24 24

　地域全体で子育てを支援することを目的とし、子育て家庭等に対する育児不安の相談、子育て
サークル等への支援、地域保育需要に応じた特別保育事業の積極的実施などを行い、地域の子育て
家庭への支援を行った。

保育施設名 育児相談・園開放等延べ利用者数（人）
谷 住 郷 保 育 所 児童79　　保護者等78　　計157

谷 住 郷 保 育 所 1

1,878,000
め ぐ み 保 育 園 77
さ く ら え 保 育 園 41

合　　　　計 119
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● 病後児保育事業

● 公立保育所地域活動事業

○事業の効果
　保護者の保育需要の多様化への対応が図られた。

めぐみ保育園

さくらえ保育園

合計 300,000

さくらえ保育園
７月「夕涼み会」、９月「なかよし運動会」、
１２月「もちつき会」

100,000

100,000

谷住郷保育所
６月「ふれあい運動会」、７月「夕涼み会」、
１２月「餅つき会」

48,167

めぐみ保育園
６月「パンまきクッキング」、７月「夕涼み会」、
１月「お店屋さんごっこ」

51,833

　保育所を地域に開かれた社会資源とし、保育所の専門知識・機能等を地域において活用するた
め、地域住民と交流を図る等の事業を行った。

保育施設名 主な事業内容 事業費（円）

渡津保育所
７月「七夕夏祭り」、１０月「ふれあい運動会」、
１０月「祖父母交流会」

　病気の児童が回復期にある場合で、保育所等での集団保育が困難であり、かつ保護者の勤務等の
都合により家庭で保育を行うことが困難な小学校３年生までの児童を、めぐみ保育園の病後児保育
室「こあら」で一時的に保育した。

保育施設名 病後児保育利用延べ児童数（人） 事業費（円）
め ぐ み 保 育 園 105 6,456,000
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
●対象者 小学校就学前の乳幼児等、及び就学後20歳未満の者で慢性呼吸器疾患等16疾患群で

入院した者

●助成内容

上限額 入院　2,000円
通院　1,000円
薬局等　　0円

○事業の実績

●助成実施状況

県制度対象分
市単独助成分

●支出状況

○事業の効果

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 乳幼児等医療費助成事業 予
算
科
目

会計 01

目 05 乳幼児等医療費

保険年金課 医療年金係 項 02 児童福祉費

一部負担金の額

事業費 39,296,909 事
業
の
目
的
・
目
標

　乳幼児等の医療費を助成することによ
り、乳幼児等の疾病の早期発見及び早期
治療を促進するとともに、子育てに伴う
保護者の経済的負担の軽減を図り、もっ
て乳幼児等の健全な育成及び安心して子
どもを生み育てることができる環境づく
りを推進することを目的とする。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 13,092,391

地方債

その他 2,633,656

一般財源 23,570,862

0歳～就学前
就学後20歳未満の慢性呼吸器
疾患等16疾患群

島根県

原則総医療費の1割 原則総医療費の1割

※所得制限あり
上限額　入院　15,000円

江津市
入院　　　0円
通院　　　0円
薬局等　　0円

入院　　　0円

区分 件数 金額 備考
18,609件 30,491,827円
10,693件 7,390,322円 件数は、県制度との重複部分あり

計 37,882,149円

区分 金額 備考
事務費 36,534円
審査支払手数料 1,378,226円

医療費を助成することで、子育てに伴う保護者の経済的支援と次世代を担う乳幼児等の疾病の早期発
見、早期治療を推進することができた。

乳幼児等医療費 37,882,149円
計 39,296,909円
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容
1.対象者
2.助成内容

○事業の実績
●助成実施状況

●支出状況

○事業の効果
入院時の食事代を助成することで、対象者の世帯への経済的支援及び生活の安定を図った。

一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

事　業　名 児童等入院助成事業 予
算
科
目

会計 01

目 05 乳幼児等医療費

保険年金課 医療年金係 項 02 児童福祉費

市内に住所を有する小中学生

事業費 50,140 事
業
の
目
的
・
目
標

　児童等の入院に要する経済的負担の軽
減を図り、安心して子どもを産み育てる
ことができる環境づくりに資することを
目的とする。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 50,140

科　　目 決算額（円）

平成28年度

備　　考

医療機関に入院し、被保険者等が本人負担額（食事代）を支払ったとき、被保険者等の
申請に基づいて助成対象額を支払う。

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度
助成件数 10件 6件 3件 5件
助成金額 74,840円 24,120円 29,440円 50,140円

計 50,140

事務費 0
児童入院助成費 50,140
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施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績

１　生活保護受給世帯数及び人数（保護停止中のものを含む）

◆参考（生活保護受給世帯数及び人数　年度平均）

２　扶助別実績

○　事業の効果

事　業　名 生活保護費 予
算
科
目

会計 01 一般会計

款 03 民生費

担当部署
〔R2部署〕

社会福祉課 生活支援係 項 03 生活保護費

目 02 扶助費

0

その他 2,411,016

一般財源 60,867,652

事業費 243,622,694 事
業
の
目
的
・
目
標

　日本国憲法第25条に規定する理念に基
づき、生活に困窮するすべての者に対
し、その困窮の程度に応じ、必要な保護
を行い、その最低限度の生活を保障する
とともに、その自立を助長することを目
的とする。

財
源
内
訳

国庫支出金 180,344,026

県支出金 0

地方債

3月 年度平均

世帯数 147 149 150 150 148 147 146

9月 10月 11月 12月 1月 2月平成31・令和元年度 4月 5月 6月 7月 8月

178 178 176

147 145 145 145 146 147.1

168

世帯数 126 128 135 136 141

172 173.9

H26 H27 H28 H29 H30

175 175 174 172 169 169人　数 174 175

単位：円

区　　　分 金　　額

 生活扶助費 73,823,705

 住宅扶助費 17,993,072

人　数 148 154 168 159

 出産扶助費 0

 生業扶助費 499,493

 葬祭扶助費 220,800

 教育扶助費 959,433

 介護扶助費 6,111,166

 医療扶助費 132,674,462

合　　　計 243,622,694

　
　生活保護法により、生活に困窮する国民の保護を、『国がその直接の責任において実施すべき』と規定
され、その実施機関は、江津市においては『江津市福祉事務所』となっている。
　生活保護制度は、最後のセーフティネットとして、公的扶助の中核の役割を果たしている。

 保護施設事務費及び委託事務費 11,026,573

 就労自立給付金 313,990

 進学準備給付金 0

-70-


